
 

四半期報告書 

（第67期第２四半期） 

自 平成28年３月１日 

至 平成28年５月31日 

 

北興化学工業株式会社 

 



目       次 

  頁

表 紙 …………………………………………………………………………………………………………………………… １

   

第一部 企業情報  

第１ 企業の概況  

１ 主要な経営指標等の推移 ………………………………………………………………………………………… ２

２ 事業の内容 ………………………………………………………………………………………………………… ３ 

第２ 事業の状況  

１ 事業等のリスク …………………………………………………………………………………………………… ４

２ 経営上の重要な契約等 …………………………………………………………………………………………… ４

３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 ………………………………………………… ４

第３ 提出会社の状況  

１ 株式等の状況  

(1）株式の総数等 …………………………………………………………………………………………………… ６

(2）新株予約権等の状況 …………………………………………………………………………………………… ６

(3）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等 ………………………………………………… ６

(4）ライツプランの内容 …………………………………………………………………………………………… ６

(5）発行済株式総数、資本金等の推移 …………………………………………………………………………… ６

(6）大株主の状況 …………………………………………………………………………………………………… ７

(7）議決権の状況 …………………………………………………………………………………………………… ８

２ 役員の状況 ………………………………………………………………………………………………………… ８

第４ 経理の状況 …………………………………………………………………………………………………………… ９

１ 四半期連結財務諸表  

(1）四半期連結貸借対照表 ………………………………………………………………………………………… 10

(2）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 …………………………………………………… 12

四半期連結損益計算書 ………………………………………………………………………………………… 12

四半期連結包括利益計算書 …………………………………………………………………………………… 13

(3）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 ……………………………………………………………………… 14

２ その他 ……………………………………………………………………………………………………………… 20

第二部 提出会社の保証会社等の情報 ……………………………………………………………………………………… 21

   

 四半期レビュー報告書  

 

 確認書  

 



【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成28年７月11日 

【四半期会計期間】 第67期第２四半期（自 平成28年３月１日 至 平成28年５月31日） 

【会社名】 北興化学工業株式会社 

【英訳名】 HOKKO CHEMICAL INDUSTRY CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  中島 喜勝 

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋本町一丁目５番４号 

【電話番号】 ０３（３２７９）５１５１（代表） 

【事務連絡者氏名】 経理部長  神原 靖夫 

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区日本橋本町一丁目５番４号 

【電話番号】 ０３（３２７９）５１５２（経理部） 

【事務連絡者氏名】 経理部長  神原 靖夫 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 

- 1 -



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第66期 

第２四半期連結 
累計期間 

第67期 
第２四半期連結 

累計期間 
第66期 

会計期間 

自 平成26年 
  12月１日 
至 平成27年 
  ５月31日 

自 平成27年 
  12月１日 
至 平成28年 
  ５月31日 

自 平成26年 
  12月１日 
至 平成27年 
  11月30日 

売上高 （百万円） 25,138 25,013 42,251 

経常利益 （百万円） 2,370 2,217 2,956 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（百万円） 1,517 1,530 1,900 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,137 1,147 2,568 

純資産額 （百万円） 18,246 19,573 18,565 

総資産額 （百万円） 50,236 49,236 43,874 

１株当たり四半期（当期）純利

益金額 
（円） 55.02 55.52 68.93 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 36.3 39.8 42.3 

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） △5,874 △6,017 1,189 

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） △255 △950 △816 

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） 5,873 6,506 △372 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（百万円） 1,390 967 1,612 

 

回次
第66期

第２四半期連結
会計期間

第67期
第２四半期連結

会計期間

会計期間

自 平成27年
３月１日

至 平成27年
５月31日

自 平成28年
３月１日

至 平成28年
５月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 16.12 12.30 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間における、各セグメントに係る主な事業内容の変更と主要な関係会社

の異動は概ね次のとおりであります。 

 

（1）農薬事業 

平成27年12月に家庭園芸用農薬の包装加工および販売事業を大幅に縮小しました。なお、これ

に伴う主要な関係会社の異動はありません。 

 

（2）ファインケミカル事業 

主な事業内容および主要な関係会社の異動はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関

する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有

価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況 

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善並びに政府および日銀によ

る積極的な経済政策や金融緩和策を背景に、設備投資の増加や雇用・所得環境の改善が継続する

など、引き続き緩やかな回復基調で推移いたしました。 

 しかしながら、中国をはじめとする新興国経済の減速が顕著に現われていることや、年初から

の円高傾向が進展していることなどから、景気の先行き不透明な状況が続いております。 

 

 国内の農業につきましては、政府の「日本再興戦略2016」において、産業力の強化を目的に、

農地集積・集約化により生産規模を拡大しながら、生産コストの削減など、国内外の市場開拓に

向けた諸施策の取り組みが進められているところです。 

 

 このような状況のもと、当社グループは、中期経営計画の達成に向けた取り組みを着実に進め

る一方、営業活動においては、新製品の普及や新規受託品の受注活動を強化してまいりました。 

 当第２四半期の業績は、主にファインケミカル事業における需要低下の影響などにより、売上

高が250億１千３百万円と前年同期比１億２千５百万円の減少（同0.5％減）となりましたが、営

業利益は、生産コストの低減や低採算品目の削減を進めた結果、前年同期比２億３千７百万円増

（同11.1％増）の23億７千５百万円となりました。 

 一方、経常利益は、円高の進展に伴い為替差損が発生したことから、22億１千７百万円（前年

同期比１億５千２百万円の減少、同6.4％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は、15億３千

万円（前年同期比１千３百万円の増加、同0.9％増）となりました。 

 

報告セグメント別の概況は以下のとおりです。 

 

〔農薬事業〕 

農薬製品は、国内販売における新剤を中心とした水稲用除草剤の売上増加により、増収となり

ました。この結果、本セグメントの売上高は188億８千８百万円（前年同期比６億７千３百万円の

増加、同3.7％増）、営業利益は13億３千６百万円（前年同期比１億３百万円の増加、同8.3％

増）となりました。 

 

〔ファインケミカル事業〕 

ファインケミカル製品の販売は、主要分野の樹脂添加剤などの受注が低調に推移したことか

ら、減収となりました。この結果、本セグメントの売上高は61億１千３百万円（前年同期比７億

９千１百万円の減少、同11.5％減）、営業利益は生産コストの低減等により10億３千７百万円

（前年同期比１億３千９百万円の増加、同15.5％増）となりました。 
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（２）財政状態の分析 

当第２四半期連結会計期間末における資産の残高は492億３千６百万円となり、前連結会計年度

末比53億６千２百万円の増加となりました。これは、受取手形及び売掛金の増加が主な要因で

す。 

負債の残高は296億６千３百万円となり、前連結会計年度末比43億５千４百万円の増加となりま

した。これは、短期借入金の増加が主な要因です。 

純資産の残高は195億７千３百万円となり、前連結会計年度末比10億８百万円の増加となりまし

た。 

 

（３）キャッシュ・フローの状況の分析 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、60億１千７百万円の支出

超過（前年同期は58億７千４百万円の支出超過）となりました。これは、主に売上債権の増加に

よるものです。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結累計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、９億５千万円の支出超過

（前年同期は２億５千５百万円の支出超過）となりました。これは、主に有形固定資産の取得に

よるものです。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結累計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、65億６百万円の収入超過

（前年同期は58億７千３百万円の収入超過）となりました。これは、主に短期借入金の増加によ

るものです。 

 

（現金及び現金同等物の四半期末残高） 

現金及び現金同等物の四半期末残高は期首残高より６億４千５百万円減少し、９億６千７百万

円となりました。 

 

（４）事業上および財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に

重要な変更および新たに生じた課題はありません。 

 

（５）研究開発活動 

当第２四半期連結累計期間における研究開発費の総額は、７億３千９百万円であります。 

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更は

ありません。 

 

- 5 -



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 92,000,000

計 92,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成28年５月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成28年７月11日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 29,985,531 29,985,531
東京証券取引所

（市場第一部）

・権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

・単元株式数1,000株

計 29,985,531 29,985,531 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。 

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成28年３月１日

～

平成28年５月31日

－ 29,985 － 3,214 － 2,608
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（６）【大株主の状況】

    平成28年５月31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 

の割合（％） 

野村殖産株式会社 大阪府大阪市中央区高麗橋二丁目１番２号 2,103 7.02 

住友化学株式会社 東京都中央区新川二丁目27番１号 1,968 6.56 

北興化学工業従業員持株会 東京都中央区日本橋本町一丁目５番４号 1,379 4.60 

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町二丁目２番１号 1,354 4.52 

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町一丁目13番２号 868 2.90 

野村ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 836 2.79 

全国農業協同組合連合会 東京都千代田区大手町一丁目３番１号 801 2.67 

野村土地建物株式会社 東京都中央区日本橋本町一丁目７番２号 709 2.36 

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 605 2.02 

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 492 1.64 

計 － 11,117 37.08 

（注）自己株式2,426千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合：8.09％）を保有しておりますが、上記の大株

主からは除いております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年５月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

2,426,000

－
権利内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式

完全議決権株式（その他）
普通株式

27,240,000
27,240 同上

単元未満株式
普通株式

319,531
－ 同上

発行済株式総数 29,985,531 － －

総株主の議決権 － 27,240 －

（注） 「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権の数３個）含まれて

おります。

 

②【自己株式等】

平成28年５月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数

の割合（％）

（自己保有株式）

北興化学工業株式会社

東京都中央区日本橋

本町一丁目５番４号
2,426,000 － 2,426,000 8.09

計 － 2,426,000 － 2,426,000 8.09

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

 

- 8 -



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年

３月１日から平成28年５月31日まで）および第２四半期連結累計期間（平成27年12月１日から平成

28年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による四

半期レビューを受けております。 

なお、ＰｗＣあらた監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成28年７月１日をもってＰｗ

Ｃあらた有限責任監査法人となっております。 
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年11月30日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年５月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,612 967 

受取手形及び売掛金 13,061 21,673 

商品及び製品 10,880 7,720 

仕掛品 290 338 

原材料及び貯蔵品 4,154 5,400 

繰延税金資産 585 294 

その他 456 310 

流動資産合計 31,037 36,701 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 4,141 3,887 

機械装置及び運搬具（純額） 2,474 2,331 

土地 1,004 1,004 

その他（純額） 327 822 

有形固定資産合計 7,945 8,043 

無形固定資産    

ソフトウエア 401 335 

その他 356 320 

無形固定資産合計 757 655 

投資その他の資産    

投資有価証券 3,894 3,602 

繰延税金資産 4 4 

その他 252 243 

貸倒引当金 △15 △12 

投資その他の資産合計 4,135 3,837 

固定資産合計 12,837 12,536 

資産合計 43,874 49,236 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年11月30日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年５月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 7,304 7,040 

短期借入金 3,429 9,557 

1年内返済予定の長期借入金 2,127 1,842 

未払費用 3,728 2,770 

未払法人税等 774 537 

その他 2,669 2,117 

流動負債合計 20,031 23,863 

固定負債    

長期借入金 2,501 3,249 

退職給付に係る負債 2,383 2,257 

資産除去債務 49 49 

その他 346 246 

固定負債合計 5,279 5,800 

負債合計 25,309 29,663 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,214 3,214 

資本剰余金 2,608 2,608 

利益剰余金 11,639 13,031 

自己株式 △1,005 △1,005 

株主資本合計 16,456 17,848 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,994 1,842 

繰延ヘッジ損益 7 － 

為替換算調整勘定 424 143 

退職給付に係る調整累計額 △316 △260 

その他の包括利益累計額合計 2,108 1,725 

純資産合計 18,565 19,573 

負債純資産合計 43,874 49,236 
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年12月１日 

 至 平成27年５月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年12月１日 
 至 平成28年５月31日) 

売上高 25,138 25,013 

売上原価 18,968 18,649 

売上総利益 6,170 6,365 

販売費及び一般管理費 ※ 4,032 ※ 3,990 

営業利益 2,138 2,375 

営業外収益    

受取利息及び配当金 33 38 

為替差益 115 － 

受取手数料 102 88 

その他 87 44 

営業外収益合計 336 170 

営業外費用    

支払利息 76 63 

為替差損 － 238 

その他 28 27 

営業外費用合計 104 328 

経常利益 2,370 2,217 

特別利益    

固定資産売却益 0 1 

投資有価証券売却益 0 0 

本社移転補償金 251 － 

特別利益合計 251 1 

特別損失    

固定資産除却損 7 20 

減損損失 － 8 

事業整理損 68 － 

本社移転費用 23 － 

特別損失合計 98 28 

税金等調整前四半期純利益 2,523 2,190 

法人税等 1,006 660 

四半期純利益 1,517 1,530 

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,517 1,530 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年12月１日 

 至 平成27年５月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年12月１日 
 至 平成28年５月31日) 

四半期純利益 1,517 1,530 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 506 △152 

繰延ヘッジ損益 △28 △7 

為替換算調整勘定 100 △281 

退職給付に係る調整額 43 56 

その他の包括利益合計 620 △384 

四半期包括利益 2,137 1,147 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 2,137 1,147 

非支配株主に係る四半期包括利益 - - 
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年12月１日 

 至 平成27年５月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年12月１日 
 至 平成28年５月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 2,523 2,190 

減価償却費 684 692 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △13 △34 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △13 △33 

貸倒引当金の増減額（△は減少） － △3 

受取利息及び受取配当金 △33 △38 

支払利息 76 63 

固定資産処分損益（△は益） 20 19 

本社移転補償金 △251 － 

売上債権の増減額（△は増加） △9,295 △8,634 

たな卸資産の増減額（△は増加） 571 1,820 

仕入債務の増減額（△は減少） 1,623 △248 

未払費用の増減額（△は減少） △1,175 △954 

その他 △291 △254 

小計 △5,574 △5,412 

利息及び配当金の受取額 33 38 

利息の支払額 △79 △71 

本社移転補償金の受取額 176 － 

法人税等の支払額 △440 △576 

法人税等の還付額 10 3 

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,874 △6,017 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

投資有価証券の取得による支出 △0 △0 

投資有価証券の売却による収入 2 2 

有形固定資産の取得による支出 △474 △929 

有形固定資産の売却による収入 0 2 

無形固定資産の取得による支出 △12 △29 

その他 229 4 

投資活動によるキャッシュ・フロー △255 △950 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 4,611 6,142 

長期借入れによる収入 1,997 1,676 

長期借入金の返済による支出 △621 △1,173 

配当金の支払額 △110 △138 

その他 △3 △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,873 6,506 

現金及び現金同等物に係る換算差額 68 △185 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △188 △645 

現金及び現金同等物の期首残高 1,577 1,612 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,390 ※ 967 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に

関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基

準」(企業会計基準第７号 平成25年９月13日）等を第１四半期連結会計期間から適用し、四半期

純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。

当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、

四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法変更に関する実務上の取扱いの適用） 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取

扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当第２四半期連結会計期間に適用し、平成

28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に

変更しております。 

なお、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影

響は軽微であります。 

 

（追加情報）

（法人税率の変更等による影響） 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）および「地方税法等の一部を改

正する等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１

日以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに

伴い、繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の32.33％から平成

28年12月１日に開始する連結会計年度及び平成29年12月１日に開始する連結会計年度に解消が見

込まれる一時差異については30.86％に、平成30年12月１日に開始する連結会計年度以降に解消が

見込まれる一時差異については、30.62％になります。 

この税率変更により繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）が14百万円減

少し、法人税等調整額が25百万円、その他有価証券評価差額金が45百万円それぞれ増加し、退職

給付に係る調整累計額が6百万円減少しております。 

 

（表示方法の変更） 

（四半期連結損益計算書） 

当社は、たな卸資産の一部についてその廃棄損を営業外費用に計上しておりましたが、基幹シ

ステムの変更により原価解析をより精緻に行うことができるようになったことを契機に検討を行

った結果、原価性が高まっていることが明らかになったため、第１四半期連結会計期間より売上

原価として計上する方法に変更することといたしました。 

 この表示方法の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表の組

替えを行っております。 

この結果、前第２四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書において、「営業外費用」の

「たな卸資産廃棄損」に表示していた91百万円は、売上原価として組み替えております。 
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（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次のとおりであります。 

 
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成26年12月１日 

  至 平成27年５月31日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成27年12月１日 

  至 平成28年５月31日） 

給料・賞与 978百万円 952百万円 

研究開発費 654 739 

退職給付費用 92 105 

減価償却費 110 115 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係は次のとおりであります。 

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年12月１日
至 平成27年５月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年12月１日
至 平成28年５月31日）

現金及び預金 1,390百万円 967百万円

現金及び現金同等物 1,390百万円 967百万円
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（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自 平成26年12月１日 至 平成27年５月31日） 

１ 配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年２月26日

定時株主総会
普通株式 110 4 平成26年11月30日 平成27年２月27日 利益剰余金

 

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半

期連結会計期間の末日後となるもの 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年７月10日

取締役会
普通株式 110 4 平成27年５月31日 平成27年８月11日 利益剰余金

 

当第２四半期連結累計期間（自 平成27年12月１日 至 平成28年５月31日） 

１ 配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年２月26日

定時株主総会
普通株式 138 5 平成27年11月30日 平成28年２月29日 利益剰余金

 

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半

期連結会計期間の末日後となるもの 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年７月11日

取締役会
普通株式 124 4.5 平成28年５月31日 平成28年８月８日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

Ⅰ．前第２四半期連結累計期間（自 平成26年12月１日 至 平成27年５月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注１） 

合計 調整額 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注２） 
  農薬事業 

ファインケ
ミカル事業 

計 

売上高              

外部顧客への売上高 18,215 6,904 25,119 19 25,138 － 25,138 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
－ － － 185 185 △185 － 

計 18,215 6,904 25,119 204 25,323 △185 25,138 

セグメント利益 1,233 898 2,130 7 2,138 － 2,138 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、石油製品等の販売等を含んでおり

ます。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

３．当社は、たな卸資産の一部についてその廃棄損を営業外費用に計上しておりましたが、基幹システムの変更

により原価解析をより精緻に行うことができるようになったことを契機に検討を行った結果、原価性が高ま

っていることが明らかになったため、第１四半期連結会計期間より売上原価として計上する方法に変更する

ことといたしました。 

この表示方法の変更を反映させるため、農薬事業のセグメント利益の組替えを行っております。この変更に

より、従来の方法に比べて、農薬事業のセグメント利益は91百万円減少しております。 

 

Ⅱ．当第２四半期連結累計期間（自 平成27年12月１日 至 平成28年５月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注１） 

合計 調整額 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注２） 
  農薬事業 

ファインケ
ミカル事業 

計 

売上高              

外部顧客への売上高 18,888 6,113 25,001 12 25,013 － 25,013 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
－ － － 124 124 △124 － 

計 18,888 6,113 25,001 137 25,138 △124 25,013 

セグメント利益 1,336 1,037 2,372 2 2,375 － 2,375 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、石油製品等の販売等を含んでおり

ます。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。 

項目
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年12月１日
至 平成27年５月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年12月１日
至 平成28年５月31日）

１株当たり四半期純利益金額 55円02銭 55円52銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万円） 1,517 1,530

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金

額（百万円）
1,517 1,530

普通株式の期中平均株式数（株） 27,567,106 27,559,247

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【その他】

 平成28年７月11日開催の取締役会において、第67期の中間配当を平成28年５月31日の最終の株主

名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対し、次のとおり行うことを決議いたし

ました。 

① 配当金の総額                  124百万円 

② １株当たりの金額                  4.5円 

③ 支払請求権の効力発生日並びに支払開始日  平成28年８月８日 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年７月11日

北興化学工業株式会社 

取締役会 御中 

 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 山本 昌弘 印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 椎野 泰輔 印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている北興化学工業株

式会社の平成27年12月１日から平成28年11月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成28年３月１日から

平成28年５月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年12月１日から平成28年５月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、北興化学工業株式会社及び連結子会社の平成28年５月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

その他の事項 

 会社の平成27年11月30日をもって終了した前連結会計年度の第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間に係

る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査

が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して平成27年７月10日付けで無限定の結論を表明してお

り、また、当該連結財務諸表に対して平成28年２月26日付けで無限定適正意見を表明している。 

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成28年７月11日

【会社名】 北興化学工業株式会社

【英訳名】 HOKKO CHEMICAL INDUSTRY CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  中島 喜勝

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋本町一丁目５番４号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長 中島喜勝は、当社の第67期第２四半期（自 平成28年３月１日 至 平成

28年５月31日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていること

を確認いたしました。 

 

２【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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